
【職業実践専門課程認定後の公表様式】

昼夜

年

有

資格・検定名 種別 受験者数 合格者数

経済産業省主催
ITパスポート試験

③ 22人 20人

人 MOS Word ③ 22人 22人

人 MOS Excel ③ 22人 22人

③

％

■卒業者に占める就職者の割合

％

（平成 28

1 名 2.7 ％

麻生情報ビジネス専門学校 昭和60年12月24日 竹口　伸一郎

〒812-0016
福岡県福岡市博多区博多駅南２－１２－３２

（電話） 092-415-2291

（別紙様式４）

平成２９年１１月１日※１
（前回公表年月日：平成２９年５月１日）

職業実践専門課程の基本情報について

学校名 設置認可年月日 校長名 所在地

設置者名 設立認可年月日 代表者名 所在地

学校法人麻生塾 昭和26年3月12日 麻生　健

〒820-0018
福岡県飯塚市芳雄町３－８３

（電話）

商業実務 商業実務専門課程
情報エキスパート科

H28年度より学科名変更　旧）情報ビジネス専攻科
平成17年

文部科学大臣告示 第176号
－

学科の目的
企業内で一般的に使用されているパソコンのソフトウェアを全般的に使いこなし、指導・教育担当者として必要なプレゼンテーション・インストラクション・コミュニケーション
能力を身につける。社会で情報活用のリーダーシップを発揮することができる人材を育成する。

0948-25-5999
分野 認定課程名 認定学科名 専門士 高度専門士

認定年月日 平成26年3月31日

修業年限
全課程の修了に必
要な総授業時数又

は総単位数
講義 演習 実習 実験 実技

0時間 0時間
単位時間

生徒総定員 生徒実員 留学生数（生徒実員の内 専任教員数 兼任教員数 総教員数

2 昼間
1986時間 1212時間 774時間 0時間

学期制度
■前期：4月1日～8月31日
■後期：9月1日～3月31日

成績評価

■成績表：

■成績評価の基準・方法

学期末試験、出席状況、授業態度
確認テストなどの総合評価

80人 30人 0人 2人 3人 5人

長期休み
■夏　季：8月9日～9月4日
■冬　季：12月25日～1月9日
■春　季：3月1日～4月10日

卒業・進級
条件

１．指定科目全ての修得
２．学年の出席率90%以上
３．卒業基準検定の取得
４．学生としてふさわしい生活態度

学修支援等

■クラス担任制： 有

課外活動

■課外活動の種類

■個別相談・指導等の対応

MOS世界学生大会参加　等

面談、保護者への電話連絡及び面談（ガイダンスの実施）

■サークル活動： 有

■国家資格・検定/その他・民間検定等

営業職・販売職・営業事務等
（平成28年度卒業者に関する平成29年5月1日時点の情報）

※種別の欄には、各資格・検定について、以下の①～③のいずれかに
該当するか記載する。
①国家資格・検定のうち、修了と同時に取得可能なもの
②国家資格・検定のうち、修了と同時に受験資格を取得するもの
③その他（民間検定等）

■自由記述欄
（例）認定学科の学生・卒業生のコンテスト入賞状況等

： 100
■その他

・業界外アルバイト　　　　　　　 ：　　　　　　　　　　　　0人
・自営業　　　　　　　　　　　　　 ：　　　　　　　　　　　　0人
・進学　　　　　　　　　　　　　　　：　　　　　　　　　　　　0人
・留年　　　　　　　　　　　　　　　：　　　　　　　　　　　　0人
・家事手伝い
　斡旋希望しない　　　　　　　　：　　　　　　　　　　　　0人

年度卒業者に関する

■就職者数　　　　　　　　： 22 人

■就職率　　　　　　　　　： 100就職等の
状況※２

■就職指導内容

・面接指導
・履歴書作成指導
・業界セミナー開催

■卒業者数　　　　　　　　： 22

■就職希望者数　　　　　： 22

■主な就職先、業界等（平成２８年度卒業生）

主な学修成果
（資格・検定等）

※３

平成29年5月1日 時点の情報）

当該学科の
ホームページ

ＵＲＬ
URL: http://www.asojuku.ac.jp/abcc/subjects/ibs/

（留意事項）
１．公表年月日（※１）
最新の公表年月日です。なお、認定課程においては、認定後１か月以内に本様式を公表するとともに、認定の翌年度以降、毎年度７月末を基準日として最新の情報を反映した内容を公表す
ることが求められています。初回認定の場合は、認定を受けた告示日以降の日付を記入し、前回公表年月日は空欄としてください

■中退防止・中退者支援のための取組

担任面談、三者面談、進路相談、保護者への状況報告、科目別補講など

経済的支援
制度

■学校独自の奨学金・授業料等減免制度：　　　　　有
経済的理由により修学困難である者に対して授業料を減免する。
東日本大震災により被災し進学が困難になった者を対象に入学金・校納金・寮費を卒業まで全額免除する。

■専門実践教育訓練給付：　　　　　給付対象
※給付対象の場合、前年度の給付実績者数について任意記載
0名

第三者による
学校評価

■民間の評価機関等から第三者評価：　　　　　無
※有の場合、例えば以下について任意記載
（評価団体、受審年月、評価結果又は評価結果を掲載したホームページＵＲＬ）

中途退学
の現状

■中途退学者 ■中退率

平成28年4月1日時点において、在学者37名（平成28年4月1日入学者を含む）

平成29年3月31日時点において、在学者36名（平成29年3月31日卒業者を含む）

■中途退学の主な理由

（例）学校生活への不適合・経済的問題・進路変更等
　他分野への進路変更



２．就職等の状況（※２）
 「就職率」及び「卒業者に占める就職者の割合」については、「文部科学省における専修学校卒業者の「就職率」の取扱いについて（通知）（２５文科生第５９６号）」に留意し、それぞれ、「大
学・短期大学・高等専門学校及び専修学校卒業予定者の就職（内定）状況調査」又は「学校基本調査」における定義に従います。
（１）「大学・短期大学・高等専門学校及び専修学校卒業予定者の就職（内定）状況調査」における「就職率」の定義について
①「就職率」については、就職希望者に占める就職者の割合をいい、調査時点における就職者数を就職希望者で除したものをいいます。
②「就職希望者」とは、卒業年度中に就職活動を行い、大学等卒業後速やかに就職することを希望する者をいい、卒業後の進路として「進学」「自営業」「家事手伝い」「留年」「資格取得」など
を希望する者は含みません。
③「就職者」とは、正規の職員（雇用契約期間が１年以上の非正規の職員として就職した者を含む）として最終的に就職した者（企業等から採用通知などが出された者）をいいます。
※「就職（内定）状況調査」における調査対象の抽出のための母集団となる学生等は、卒業年次に在籍している学生等とします。ただし、卒業の見込みのない者、休学中の者、留学生、聴講
生、科目等履修生、研究生及び夜間部、医学科、歯学科、獣医学科、大学院、専攻科、別科の学生は除きます。
（２）「学校基本調査」における「卒業者に占める就職者の割合」の定義について
①「卒業者に占める就職者の割合」とは、全卒業者数のうち就職者総数の占める割合をいいます。
②「就職」とは給料、賃金、報酬その他経常的な収入を得る仕事に就くことをいいます。自家・自営業に就いた者は含めるが、家事手伝い、臨時的な仕事に就いた者は就職者とはしません（就
職したが就職先が不明の者は就職者として扱う）。
（３）上記のほか、「就職者数（関連分野）」は、「学校基本調査」における「関連分野に就職した者」を記載します。また、「その他」の欄は、関連分野へのアルバイト者数や進学状況等について
記載します。

３．主な学修成果（※３）
認定課程において取得目標とする資格・検定等状況について記載するものです。①国家資格・検定のうち、修了と同時に取得可能なもの、②国家資格・検定のうち、修了と同時に受験資格を
取得するもの、③その他（民間検定等）の種別区分とともに、名称、受験者数及び合格者数を記載します。自由記述欄には、各認定学科における代表的な学修成果（例えば、認定学科の学
生・卒業生のコンテスト入賞状況等）について記載します。



種別

①

③

１．「専攻分野に関する企業、団体等（以下「企業等」という。）との連携体制を確保して、授業科目の開設その他の教育課程の編成を行っている
こと。」関係

（１）教育課程の編成（授業科目の開設や授業内容・方法の改善・工夫等を含む。）における企業等との連携に関する基本方針

　企業、職業人が求める知識・技能に基づき、質の高いより実践的な学習内容とする事を目的とする。
パソコン演習・商業知識を中心とした科目を基軸としてカリキュラムを構成し、企業・団体から 講師派遣を受け、職業人との密接かつ組織的な連
携により、実務により近い状態で実情に沿った内容を学習する。特に税務に関わる事が多い経理事務に求められる簿記、税法の知識や、税務
処理業務、申告について企業講師の指導を仰ぎ、より実践的な授業内容とする。専門知識外においても、企業講師の授業により、職業人として
の自覚と責任感を持ち、周囲をリードする人材となるべく意識を向上させ、地域発展に貢献出来る人材を育成する。また、就職実績先の企業へヒ
アリングをおこない、結果に基づいて委員会にて内容を検討し、カリキュラムへの反映に活用する。

（２）教育課程編成委員会等の位置付け

　総合的な人間教育として、深く幅の広い知識と教養を身につけることにより、社会の変化に対応できる良識とスキルを習得させる。常に挑戦す
る意欲に満ちた専門職業人として、社会で中核的役割を果たすに足る専門的な知識や技能を習得させるべく、企業・業界団体からの意見、要望
をカリキュラムに取り入れ、より実践的な知識や技能を就業前に習得する事で即戦力となる人材を育成する。

（３）教育課程編成委員会等の全委員の名簿

長沢　昭彦 一般社団法人　日本経営協会　九州本部長
平成29年4月1日～

平成30年3月31日(1年）

瀬崎　美佐緒 麻生情報ビジネス専門学校　副主任
平成29年4月1日～

平成30年3月31日(1年）

平成２９年６月３０日現在
名　前 所　　　属 任期

岩永　茂敏
リコージャパン株式会社 九州事業本部　九州支社
ＭＡ事業部　公共担当室　室長

平成29年4月1日～
平成30年3月31日(1年）

竹口　伸一郎 麻生情報ビジネス専門学校　校長
平成29年4月1日～

平成30年3月31日(1年）

荒木　俊弘 麻生情報ビジネス専門学校　校長代行
平成29年4月1日～

平成30年3月31日(1年）

（開催日時）
　　　平成28年度　第1回　平成28年7月1日　17:00～18:30

　　　平成28年度　第2回　平成28年10月28日 17:00～18:00

　　　平成29年度　第1回　平成29年6月30日　17:00～18:00

（５）教育課程の編成への教育課程編成委員会等の意見の活用状況

　※委員の種別の欄には、委員の種別のうち以下の①～③のいずれに該当するか記載すること。
　　　①業界全体の動向や地域の産業振興に関する知見を有する業界団体、職能団体、
　　　　地方公共団体等の役職員（１企業や関係施設の役職員は該当しません。）
　　　②学会や学術機関等の有識者
　　　③実務に関する知識、技術、技能について知見を有する企業や関係施設の役職員

（４）教育課程編成委員会等の年間開催数及び開催時期

　　　原則：年度毎に2回実施
　　　第1回　7月：前年度カリキュラムについて
　　　第2回12月：1回目を受けて修正案説明（次年度カリキュラム）

※カリキュラムの改善案や今後の検討課題等を具体的に明記。

　　社員の情報倫理教育、情報漏えい、コンプライアンス等についてお話をいただく。
　　→今後授業に組み込むべき内容ではないか実施時期を含め検討する。

２．「企業等と連携して、実習、実技、実験又は演習（以下「実習・演習等」という。）の授業を行っていること。」関係

（１）実習・演習等における企業等との連携に関する基本方針

　総合的な人間教育として、深く幅の広い知識と教養を身につけることにより、社会の変化に 対応できる良識とスキルを習得させる。常に挑戦す
る意欲に満ちた専門職業人として、 社会で中核的役割を果たすに足る専門的な知識や技能を習得させるべく、企業・業界団体からの意見、アド
バイス、要望などを授業内容や授業方法等に取り入れ、より実践的な知識や技能を就業前に習得する事で即戦力となる人材を育成する。

（２）実習・演習等における企業等との連携内容

　　実務において、 連携企業講師と授業内容・授業方法等について事前に協議する。計算実務科目は、実際の事務作業で必要となる様々な財
務諸表での計算方法を学び、演習を行う。評価については、事前に連携企業講師が実施する授業内容に従って、入出金伝票計算や利息計算、
複利計算などの様々な評価項目を設け、期末試験、授業態度などと併せて総合的に判断し、学習評価を行う。



計算実務
現金出納帳・売上帳・精算表等の作成、入出金伝票の計算方法、割
合・比率・利息計算・福利計算・年金計算を学ぶ。

株式会社Ｆｌｏｕｒｉｓｈ 

科　目　名 科　目　概　要 連　携　企　業　等
（３）具体的な連携の例※科目数については代表的な５科目について記載。

　　MOSセミナー

②指導力の修得・向上のための研修等

学則・学内規程研修、関連法規研修、コンプライアンス研修、インストラクションデザイン研修などを受講。

（３）研修等の計画

①専攻分野における実務に関する研修等

　　Office VBA ベーシックセミナー

３．「企業等と連携して、教員に対し、専攻分野における実務に関する研修を組織的に行っていること。」関係

（１）推薦学科の教員に対する研修・研究（以下「研修等」という。）の基本方針

　教職員に対して、現在就いている職又は将来就くことが予想される職に係る職務の遂行に必要な知識又は技能等を修得させ、その遂行に必
要な教職員の能力及び資質等の向上を図ることを目的とする。専攻分野における実務に関する研修や、指導力の修得・向上のための研修を教
職員の業務経験や能力、担当する授業科目や授業以外の担当業務に応じて実施し、より高度な職務を遂行するために必要な知識を教職員研
修規定に則り修得させる。

（２）研修等の実績

①専攻分野における実務に関する研修等

ガイドラインの評価項目 学校が設定する評価項目

（１）教育理念・目標 建学の精神、法人の理念、教育理念、学科の教育目的・育成人材像、他

（２）学校運営 教員組織の整備、運営会議での共有、防災・非常時対策、コンプライアンス

②指導力の修得・向上のための研修等

　　情報セキュリティ研修、メンタルヘルス研修、カウンセリング研修

４．「学校教育法施行規則第１８９条において準用する同規則第６７条に定める評価を行い、その結果を公表していること。また、評価を行うに当
たっては、当該専修学校の関係者として企業等の役員又は職員を参画させていること。」関係

（１）学校関係者評価の基本方針

　本校の基本方針に基づき、学校運営が適正におこなわれているかを企業関係者、保護者、地域住民、高校関係者等の参画を得て、包括的・
客観的に判定することで、学校運営の課題・改善点・方策を 見出し、学校として組織的・継続的な改善を図る。また、情報を公表することにより、
開かれた 学校づくりをおこなう。

（２）「専修学校における学校評価ガイドライン」の項目との対応

（６）教育環境 教育設備・教具の管理・整備、安全対策、就職指導室・図書室の整備、他

（７）学生の受入れ募集 ＡＤの明示、進路ニーズ把握、パンフレット・募集要項の内容、公正・適切な入試

（８）財務 財政的基盤の確立、適切な予算編成・執行、会計監査、財務情報公開

（３）教育活動 業界の人材ニーズに沿った教育、授業評価による改善、付加的教育、他

（４）学修成果 教育目的達成に向けた目標設定、事後の評価・検証、学生の就職活動・卒業率

（５）学生支援 担任他との定期面談、有資格者との就職相談・生活相談、奨学金、卒業生支援

※（１０）及び（１１）については任意記載。

（３）学校関係者評価結果の活用状況

　就職した学生の状況に関するお客様アンケートの結果について報告した。卒業生が企業および 団体でどのような評価をもらっているのかを把
握し、学校の運営改善を行っている取り組みを、今後も継続して取り組むようにコメントをいただいた。今後は、より活用出来るように アンケート
内容の改善を図り、学科の分析が可能なように形式の変更などを行い、更に有効なものとなるようにしていく事とする。

（９）法令等の遵守 規程通りの運営、個人情報保護、ハラスメント防止、学内規程の整備

（１０）社会貢献・地域貢献 社会的活動の推進・実施、公開講座、企業・地域・行政との連携

（１１）国際交流 留学生の受入れ・支援



種別

中西　はるみ 保護者 情報工学科在校生　保護者 保護者

中園　晴久 卒業生 平成６年度情報経理科　卒業生 卒業生

浦川　美代子 自治会長 博多駅南１丁目１区　自治会長 自治会長

大山　明 高等学校 久留米市立南筑高等学校　校長 校長

牛島　賢二 企業等委員

江添　俊明 企業等委員

土井　隆徳 企業等委員

荒井　秀和 Training Center Japan 事務局長 企業等委員

馬場　伸一 企業等委員

芦原　秀一 株式会社ネットワーク応用技術研究所 取締役 企業等委員

高岡　宏光 企業等委員

開　道雄 キーウェア九州株式会社 経営管理部　担当部長 企業等委員

岡部　浩太郎 企業等委員

竹末　雅輝 株式会社システナ 福岡開発センター　センター長 企業等委員

小畑　昌之 企業等委員

金丸　浩二 企業等委員

白根澤　信孝 企業等委員

松尾　英一 企業等委員

大久保　英昭 企業等委員

中川　宏 税理士法人　西方会計 副所長 企業等委員

小林　憲一 小林憲一税理士事務所 所長 企業等委員

岩永　茂敏 企業等委員

沖田　敏治 株式会社アイスリーラボ 代表取締役 企業等委員

菊本　健司 企業等委員

松尾　聡子 株式会社バーズ・プランニング 代表取締役 企業等委員

下部　貴志 株式会社Ｆｌｏｕｒｉｓｈ 総務部　部長 企業等委員

堀　浩信 企業等委員

伊藤　寛通 企業等委員

今井　翔太 企業等委員

福岡市経済観光文化局
国際経済コンテンツ部コンテンツ振興課　課長

平成29年4月1日～
平成30年3月31日(1年)

公益財団法人　画像情報教育振興協会
教育事業部教育推進グループセクションチーフ

平成29年4月1日～
平成30年3月31日(1年)

エピック・ゲームズ・ジャパン
コミュニティー・マネージャー

平成29年4月1日～
平成30年3月31日(1年)

平成29年4月1日～
平成30年3月31日(1年)

平成29年4月1日～
平成30年3月31日(1年)

リコージャパン株式会社 九州事業本部
九州支社　ＭＡ事業部　公共担当室　室長

平成29年4月1日～
平成30年3月31日(1年)

平成29年4月1日～
平成30年3月31日(1年)

株式会社アルファクス・フード・システム
マーケティング営業戦略部　部長

平成29年4月1日～
平成30年3月31日(1年)

平成29年4月1日～
平成30年3月31日(1年)

平成29年4月1日～
平成30年3月31日(1年)

平成29年4月1日～
平成30年3月31日(1年)

グローバルブレインズ株式会社
第1システム本部　部長

平成29年4月1日～
平成30年3月31日(1年)

ユニアデックス株式会社
九州エクセレントサービス第二統括部
システムサービス二部　部長

平成29年4月1日～
平成30年3月31日(1年)

一般社団法人　日本経営協会
九州本部次長兼企画研修G課長

平成29年4月1日～
平成30年3月31日(1年)

看公税理士法人　黒岩公認会計士事務所
所長代理

平成29年4月1日～
平成30年3月31日(1年)

（４）学校関係者評価委員会の全委員の名簿

　　　平成２９年６月３０日現在

名　前 所　　　属 任期

平成29年4月1日～
平成30年3月31日(1年)

平成29年4月1日～
平成30年3月31日(1年)

平成29年4月1日～
平成30年3月31日(1年)

平成29年4月1日～
平成30年3月31日(1年)

社団法人福岡県情報サービス産業協会
株式会社　サンレイズ 企画調査委員会　委員長

平成29年4月1日～
平成30年3月31日(1年)

社団法人福岡県情報サービス産業協会
産学連携チーム　チーフ

平成29年4月1日～
平成30年3月31日(1年)

社団法人福岡県情報サービス産業協会
株式会社ジャステック 産学連携チーム

平成29年4月1日～
平成30年3月31日(1年)

平成29年4月1日～
平成30年3月31日(1年)

ＮＰＯ法人九州組込みソフトウェアコンソーシアム
事務局長

平成29年4月1日～
平成30年3月31日(1年)

平成29年4月1日～
平成30年3月31日(1年)

三井情報株式会社
西日本営業部　西日本営業第三室　室長

平成29年4月1日～
平成30年3月31日(1年)

平成29年4月1日～
平成30年3月31日(1年)

ＳＣＳＫ九州株式会社
ビジネスシステム部営業課　担当課長

平成29年4月1日～
平成30年3月31日(1年)

平成29年4月1日～
平成30年3月31日(1年)

安川情報システム株式会社
ソフトウェア研究開発センター  課長



今治　智隆 株式会社ヴァイス 代表取締役　社長 企業等委員

森　りょういち 企業等委員

矢野　修作 株式会社ディーゼロ 代表取締役 企業等委員

小林　浩康 株式会社カラー 取締役 企業等委員

平成29年4月1日～
平成30年3月31日(1年)

平成29年4月1日～
平成30年3月31日(1年)

平成29年4月1日～
平成30年3月31日(1年)

株式会社FOREST Hunting One
代表取締役　社長

平成29年4月1日～
平成30年3月31日(1年)

（１）企業等の学校関係者に対する情報提供の基本方針

　　本校の教育方針・カリキュラム・就職指導状況など学校運営に関して、企業等や高校関係者、保護者などに広く情報を提供することで、学校
運営の透明性を図るとともに、本校に対する理解を深めていただくことを目的とする。

（２）「専門学校における情報提供等への取組に関するガイドライン」の項目との対応

ガイドラインの項目 学校が設定する項目

（１）学校の概要、目標及び計画 学校法人の沿革、教育の目標、学則、諸規程

　※委員の種別の欄には、学校関係者評価委員として選出された理由となる属性を記載すること。
　（例）企業等委員、PTA、卒業生等

（５）学校関係者評価結果の公表方法・公表時期

（ホームページ　 毎年９月　　　）

URL:http://www.asojuku.ac.jp/disclosure/

５．「企業等との連携及び協力の推進に資するため、企業等に対し、当該専修学校の教育活動その他の学校運営の状況に関する情報を提供し
ていること。」関係

（５）様々な教育活動・教育環境 学園祭、ボランティア活動、クラブ活動

（６）学生の生活支援 臨床心理士による学生相談室、ハラスメント相談、留学生支援、障がい者支援

（７）学生納付金・修学支援 金額・納付時期、分割納入制度、授業料減免、奨学金、被災地支援

（２）各学科等の教育 学科の教育方針、年次別目標、目標資格、カリキュラム、進級・卒業要件、他

（３）教職員 教員一覧、専任・兼任教員数

（４）キャリア教育・実践的職業教育 グローバルシティズンベーシック、インターンシップ、教育課程編成委員会

（１１）その他

※（１０）及び（１１）については任意記載。

（３）情報提供方法

パンフレット、募集要項、学生便覧、Ｗｅｂサイト
URL:http://www.asojuku.ac.jp/abcc/

（８）学校の財務 貸借対照表、収支計算書、監査報告書

（９）学校評価 自己点検・評価、学校関係者評価、（第三者評価　※該当校）

（１０）国際連携の状況 (AADC,ACETのみ)インドネシアのBINUS大学、留学生専用学生寮、（日本語科）

http://www.asojuku.ac.jp/disclosure/
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○ IT技術Ⅰ
ITパスポートテクノロジ分野の学習を通じて、基
礎的なハード・ソフト・ネットワークの知識を養
う。

1
前

48 3 ○ △ ○ ○

○ IT技術Ⅱ
ITパスポートテクノロジ分野の学習を通じて、セ
キュリティ技術・セキュリティ管理について知識
を学ぶ。

1
前

42 2 ○ △ ○ ○

○ IT戦略Ⅰ
ITパスポートストラテジ分野の学習を通じて、企
業戦略・法務・マーケティングの知識を学ぶ。

1
前

48 3 ○ △ ○ ○

○ IT戦略Ⅱ
ITパスポートストラテジ分野の学習を通じて、企
業のシステム戦略と業務プロセス改善の知識
を学ぶ。

1
前

42 2 ○ △ ○ ○

○ IT管理Ⅰ
ITパスポートマネジメント分野の学習を通じて、
サービスマネジメントの管理業務知識を学ぶ。

1
後

60 4 ○ △ ○ ○

○ IT管理Ⅱ
ITパスポートマネジメント分野の学習を通じて、
プロジェクトマネジメントの管理業務知識を学
ぶ。

1
後

60 4 ○ △ ○ ○

○ IT総論Ⅰ
ITパスポート直前対策として、企業経営に必要
なITビジネスモデルや戦略知識を学ぶ。

1
後

60 4 ○ △ ○ ○

○ IT総論Ⅱ
ITパスポート直前対策として、ストラテジ・マネ
ジメント・テクノロジの各分野から頻出するテー
マを集中講義する。

1
後

60 4 ○ △ ○ ○

○
ビジネス情報
倫理

企業人として必須の情報倫理知識を身に付
け、セキュリティに関する知識と情報リテラシー
を社会人として必須のレベルまで養成する。

1
後

16 1 ○ △ ○ ○

〇 商業簿記Ⅰ
簿記のしくみを理解する事により、企業の経営
活動を記録・計算し、その結果を財務諸表に
よって報告する基礎知識を習得する。

1
後

48 3 ○ △ ○ ○

○ 商業簿記Ⅱ
財務担当者に必須の基本知識が身につき、商
店、中小企業の経理事務を学ぶ。

1
後

48 3 ○ △ ○ ○

授業科目等の概要
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○ 商業簿記Ⅲ 日商簿記3級・全経簿記2級取得を目指す。
1
後

48 3 ○ △ ○ ○

○ 商業簿記Ⅳ 日商簿記3級・全経簿記2級取得を目指す。
1
後

48 3 ○ △ ○ ○

○
セルフプレゼ
ンテーション
Ⅰ

社会人になるにあたって必要となる基本的なマ
ナーを習得する。敬語の使い方と電話応対を
実践的に練習し、企業で必要とされる即戦力を
目指す。

1
前

30 2 ○ △ ○ ○

○
セルフプレゼ
ンテーション
Ⅱ

ビジネス電話知識Aの合格を目指しながら、社
会に必要とされる電話対応のスキルを身に付
ける。

1
後

18 1 ○ △ ○ ○

○ 接遇Ⅰ
企業で必要とされる基礎的なマナーと接遇力を
培い、ロールプレイングを通じてレベルアップを
図る。

1
前

30 2 ○ △ ○ ○

○ 接遇Ⅱ
サービス接遇検定の受験対策を通じて、学ん
できたビジネスマナーを復習すると共に答案練
習を行い、合格に足る実力を育成する。

1
後

18 1 ○ △ ○ ○

○
就職実務Ⅰ
（筆記対策）

国語、読解能力、数学、英語、社会時事知識を
中心とした基本的教養を学習する。

1
前

30 2 ○ ○ ○

○
就職実務Ⅱ
（筆記対策）

時事教養や基本的教養を基に、SPI試験、適性
試験などの演習をおこなう。

1
後

18 1 ○ ○ ○

○
就職実務Ⅲ
（面接対策）

面接対策の理論とロールプレイングを行い、同
時に時事教養の知識を深め、就職対策を行う。

1
後

18 1 ○ △ ○ ○

○ ＧＣＢⅠ

グローバル化がますます進む社会の中で、感
謝や思いやりをベースに、高い人間力と、世界
で通用するグローバル感覚を持った人材を育
成する。

1
前

16 1 ○ ○ ○

○
Ｗｉｎｄｏｗｓ演
習

マウス、キーボード、ファイル操作等のWindows
の基本操作を学び、ブラインドタッチの習得、総
合的に情報リテラシーを身に付ける。

1
前

30 2 △ ○ ○ ○

○ Ｅｘｃｅｌ演習
マイクロソフト社のExcelを実践的に使いこなせ
るよう操作技能を習得し、「マイクロソフトオフィ
ススペシャリストExcel」の合格を目指す。

1
前

60 4 △ ○ ○ ○
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○ Ｗｏｒｄ演習
マイクロソフト社のExcelを実践的に使いこなせ
るよう操作技能を習得し、「マイクロソフトオフィ
ススペシャリストExcel」の合格を目指す。

1
前

60 4 △ ○ ○ ○

〇
ＰｏｗｅｒＰｏｉｎｔ
演習

PowerPointの基本操作習得とスライド作成、ア
ニメーション設定、プレゼンテーションの基礎を
学び総合的なスキルを習得し、MOS合格を目
指す。

1
後

42 2 △ ○ ○ ○

○ Ａｃｃｅｓｓ演習
Accessにおけるオブジェクト（テーブル・クリエ・
フォーム・レポート）の機能、役割を理解する。
MOS合格に向けて演習を重ねる。

1
後

72 4 △ ○ ○ ○

〇
ビジネスコミュ
ニケーション
Ⅰ

グループディスカッションを通じて、自らの意見
をまとめ、ビジネスにおけるコミュニケーション
を行う知識を育成する。

2
前

30 2 ○ △ ○ ○

○
ビジネスコミュ
ニケーション
Ⅱ

グループディスカッション及びプレゼンテーショ
ンの実施を通じて、コミュニケーションスキルを
磨いていく。

2
前

30 2 ○ △ ○ ○

○
ビジネスシミュ
レーション

実際のビジネスの現場のロールプレイングを通
じ、ビジネススキルとコミュニケーション力を養
う。

2
後

30 2 ○ △ ○ ○

○ 販売士Ⅰ
販売士3級試験範囲の学習を通じて、マーケ
ティング及び販売の知識習得を行う。

2
前

48 3 ○ △ ○ ○

○ 販売士Ⅱ
販売士3級試験取得を目標に、過去問題演習
を行い、販売に関する知識を養成し、定着させ
る。

2
前

42 2 ○ △ ○ ○

○ ビジネス実務
社会人になるための基礎的な知識を総合的に
身に付ける事で、人格形成に役に立つ授業を
目指す。

2
後

30 2 ○ △ ○ ○

○ 給与計算

事務作業の流れ、給与支給額、控除額の基本
的な計算を正しく理解し、所得税や社会保険、
労働法の知識なども併せて習得し、給与事務
者のごく基本的な知識を学ぶ。

2
後

30 2 ○ △ ○ ○

○ 計算実務
現金出納帳・売上帳・精算表等の作成、入出金
伝票の計算方法、割合・比率・利息計算・福利
計算・年金計算を学ぶ。

2
後

30 2 △ ○ ○ ○ ○

○
就職実務Ⅳ
（筆記対策）

時事に関する最新知識と、就職活動に役立つ
筆記の最新傾向を取り入れて、答案練習を行
う中で、知識を育成する。

2
前

30 2 ○ ○ ○
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○
就職実務Ⅴ
（面接対策）

会社訪問や面接試験を受ける際の事前準備、
訪問・面接試験後の振り返りと反省をし、就職
試験に向けての準備を行う。

2
前

60 4 ○ △ ○ ○

○
就職実務Ⅵ
（面接対策）

内定を目指し、就職活動の推進は勿論、社会
で必要とされる即戦力となる為の人間力を育成
し、就職試験に向けて面接やディスカッションの
準備を行う。

2
後

60 4 ○ △ ○ ○

○ ＧＣＢⅡ
国際人として、「夢」と「ビジョン」と「志」を持ち、
仕事に対する高い意識を持った、世界に貢献
できる人材の育成を目指す。

2
前

16 1 ○ ○ ○

○
Ｅｘｃｅｌ　Ｅｘｐｅｒ
ｔ演習Ⅰ

Excelの応用力を高め、実際に企業で役立つス
キルを高めながら、関数やマクロなどの知識と
技術を育成する。

2
前

90 6 △ ○ ○ ○

○
Ｅｘｃｅｌ　Ｅｘｐｅｒ
ｔ演習Ⅱ

「マイクロソフトオフィススペシャリスト Excelエ
キスパート」合格を目指し、模擬試験の問題演
習を重ねる事で応用力を養う。

2
前

60 4 △ ○ ○ ○

○
Ｏｆｆｉｃｅ活用演
習

試験対策後に、仕事に即役立つパソコン活用
スキルに特化した集中講義を行い、ビジネスマ
ンに必要とされる活用能力を身に付ける。

2
後

56 3 △ ○ ○ ○

○
アプリケーショ
ン活用Ⅰ

フォトレタッチソフトや画像編集ソフトを使用し、
文書編集や画像編集の基礎を学ぶ。

2
前

30 2 △ ○ ○ ○

○
アプリケーショ
ン活用Ⅱ

フォトレタッチソフトや画像編集ソフトを活用し、
課題の作成を通じて、Adobeソフトの操作に関
する知識を定着させる。

2
後

30 2 △ ○ ○ ○

○
インストラク
ション実践

人前で話す力をベースに、第三者に授業を行
い、説明する力、説得する力を養い、インストラ
クターとして即戦力となれるレベルの力を身に
付ける。

2
後

64 4 △ ○ ○ ○

○
戦略的プレゼ
ンテーション
技術Ⅰ

プレゼンの基礎を復習すると共に、より実践的
なプレゼンテーションを身に付け、あらゆる職
種で必要な「話す力」「伝える力」を総合的にい
育成する。

2
前

60 4 △ ○ ○ ○

○
戦略的プレゼ
ンテーション
技術Ⅱ

実際に企業でのプレゼンーションを想定した作
成と発表を行い、実際に第三者に評価を受け
ることでプレゼンテーションスキルを強化する。

2
後

30 2 △ ○ ○ ○

○ ＶＢＡ
ＶＢＡ（Visual Basic for Application）のプログラ
ミング技法を学び、特にマクロからExcel VBAに
ついて基本技能を習得する。

2
前

60 4 △ ○ ○ ○
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　　　47科目 1986単位時間(125単位)

１　一の授業科目について、講義、演習、実験、実習又は実技のうち二以上の方法の併用により行う場合
  については、主たる方法について○を付し、その他の方法について△を付すこと。

２　企業等との連携については、実施要項の３（３）の要件に該当する授業科目について○を付すこと。

・各学年における当該学科の指定科目をすべて履修・修得していること。
・卒業基準検定を取得していること。
・学年の出席率が90%以上であること。
・学生としてふさわしい生活態度であること。

１学年の学期区分 2期

１学期の授業期間 15週

（留意事項）

卒業要件及び履修方法 授業期間等

合計


